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Anxiety symptoms following the Great East ]apan Earthquake among residents of the South Kanto 

area， which is far from the epicenter and was minimally damaged by the earthquake， as well as causes 

of anxiety before and after the earthquake were investigated. A survey was conducted with residents 

of Saitama， Tokyo， and Kanagawa prefectures aged between 20 and 59 years that were registered for 

an Internet panel. Results indicated that after the earthquake， there was a high degree of anxiety 

about the earthquake and radiation exposure， whereas participants'anxiety about their personal life and 

society in general decreased after the earthquake. Moreoveζthe anxiety about radiation exposure was 

the highest among married women with high school and younger children. Furthermore， as a result of 

the direct exposure following the earthquake and indirect exposure by the media， psychological distance 

from disaster victims predicted anxiety symptoms among residents of minimally damaged area. 

Key words: the Great East ]apan Earthquake， Anxiety， Life stage 

広域災害や死傷者を多く出した事件・事故は，そ

の出来事に関わった人々に対して人的・物的被害だ

けでなく，心理的影響を及ぼす。本論文では，東日

本大震災の 6ヶ月後に南関東地域住民が感じた不安

感の構造を調べ，広域災害が軽微被災地域住民に及

ぼす心理的影響を明らかにするために調査を行う。

震災による周辺住民への心理的影響

震災を経験した被災者は外傷性ストレス症状，抑

うつ，不安などの心理的苦痛が生じる (Fan，Zhang， 

Yang， Mo， & Liu， 2011; Kun， Han， Chen， & Yao， 

2009; Madianos & Koukia， 2010; Roussos， Goenjian， 

Steinberg， Sotiropoulou， Kakaki， Kabakos， & 

Manouras， 2005など)ことが明らかになっており，

震災による心理的苦痛の規定図として身体的損傷

(Zhang， Shi， Wang， & Liu， 2011など)，注意記憶損

傷，家族の死傷，金銭的損失 (Su，Tsai， Chou， Ho， 

Liu， & Lin， 2010) や家屋損壊・ライフラインの状

況(城， 1996) などの寵接的被害内容に関する検討

が行われている。また，震災後 1年が経っても重大

な被災地域の住民(生存者)には PTSD症状

(26.3%) ，不安 (49.8%)及び抑うつ症状 (49.6%)

が残っており，その中でも女性は男性より PTSD

症状や抑うつが高い (Zhang，et al.， 2011) ことが報

告されている。さらに，震災から 6ヶ月， 12ヶ月，

18ヶ丹後の PTSDや抑うつの有病率に関する縦断

研究 (Zhang，Ran， Li， Ou， Gong， Li， Fan， ]iang， & 
Fang， 2011) も行われているが，震災経験によって

不安に感じる事象が変化することを扱った研究はま

だ行われていない。

甚接的に被害を経験していない人でもメディア報
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道によって精神的衝撃を経験しうることが指摘され

ており，災害報道 (Ortiz，Silverman， ]accard， & La 
Greca， 2011) や犯罪及び911テロを扱った報道

(Becker-Blease， Finkelhor， & Turner， 2008) にJ委し

た子供の不安の増加や機能障害 (Holmes，Creswell， 

& O'Connor， 2007)が報告されている。 -M支J&人に

おいても同様の知見が得られており， 2008年目IJII大

地震から 2ぅ月の111Jにテレビで震災に関する報道に

按していた11寺1mが長い人ほとγhいストレス症状を経

験していた (Seo，Sun， Merolla， & Zhang， 2012) 0 

911テロに関する報道に接した a般成人への調査で

は， Schuster， Stein， ]aycox， Collins， Marshall， Elliott， 

Zhou， Kanouse， Morrison， & Berry (2001)や Silver，

Holman， McIntosh， Poulin， & Gil-Rivas (2002)によっ

てニューヨーク市外の在住者におけるストレス症状

カf 報告され， Ahern， Galea， Resnick， Kilpatrick， 

Bucuvalas， Gold， & Vlahov (2002) 匂では， 911テロ

による直接的被害 (directexposurで)を経験した群

においてのみ，間接的被害経験 (indirectexposure) 

とPTSDや抑うっとの問に関連が見られた。すな

わち， 911テロによる直接的被害を経験した人の仁1:1

で911テロに関する映像(人々の落下や飛び降り場

面)を見た回数が最も多かった群の PTSD有病率

や抑うつが最も高かった。また，報道への接触時間

と外傷後ストレス症状との関連 (Franz，Arnko百，

Glass， Mete， & Dutton， 2011; Silver， Poulin， Holman， 

McIntoshi， GiトRivas，& Pizarro， 2005) も指摘され

ている。 Schlenger，Caddell， Ebert， ]ordan， Rourke， 

Wilson， Thalji， Dennis， Fairbank， & Kulka (2002)は，

↑':!:日1]，年齢， 911テロによる直接的被害経験に加え，

テレビ報道への接触11寺11jJと外傷後ストレス症状との

関連をi切らかにし，テレビ撹lIT01時間のみならず報道

の内容も，心理的苦痛と関連があることを指摘し
7 、
I~O 

東日本大震災による住民への心理的影響

2011年 3;=n1l::1に発生した東日本大震災は，死者

15854名，行方不明者3167名，負傷者26992名など，

2万人を超える死傷者や30万戸以上の建物崩i泉(全

壊129104戸，半壊254086戸など)という甚大な被害

(2012年 3月9日現在，警察庁緊急災害饗備本部，

2012) をもたらし，直接被害を受けている被災地の

在住者のみならず，メディア報道に接していた国内

外の人々に大きな衝撃を与えた。 1司震災は M9.0tj、

上の巨大地震に伴う巨大津波及び余震の長期化とい

う自然災害のみならず，原子力発電事故による放射

性物質の飛散などの人的災害が複合的に発生し，収

東の見込みが見えないことを特徴としている。

橋本 (2012)は発災から 1ヶ月後に，非被災地(静

|河県)居住の大学生を対象に行った調査で，非被災

地居住者でも東日本大震災に関する TV報道などに

よってストレス反j志を示すことを明らかにした。ま

た，東日本大震災に関するメディア報道の影響に関

する海外ののf究でも同様の知見が得られている。例

えば，発災から 2:ilm 11¥J後に，フランス，カナダ，ア

メリカの在住者を対象としたウェブ調査 (Bui，

Rodgers， Herbert， Franko， Simon， Birmes， & Brunet， 

2012)では，東日本大震災直後から 1週間ネット上

の記事に接した時11'¥1の長さが，震災から101ヨ後の11重

HL~I樟害及び 2 ヶ月後の PTS 症状を予測していた。

福島原発事故による心理!的影響については，福島

大学子どもの心のストレスアセスメントチーム

(2011) カ'2011年 6月から 7月にかけて，子高島市と

郡山市在住者の小学生以 Fの子供の保護者1322人を

対象に福島原発事i!j文による不安やストレスに関する

誠査を実施した。調査の結果，幼稚園児以ドの乳幼

児の子供のいる保護者群において放射能への不安が

最も高く，放射能への不安によるストレスも最も高

かった。さらに，福島県以外の地域における放射能

への不安について， Benesse次世代育成研究所

(2011 )は発災から 2ヶ月後，震災による子育てへ

の影響に関して全匡!の母親(子供の年齢O歳~5 歳)

3096人を対象にネット調査を実施した。その結果，

「信頼できる情報がない」という意見が29.4%であ

り，首都圏在住者の 1=1:1で子供の外遊び時間を減らし

た理由として「放射能」ゃ「地震 J(各73.8%，

68.9%)が最も多く挙げられた。なお，生活におけ

る心配事についても「原発事故の収束の見通しj

(71.1 %)や「放射能の健康への影響J(59.6%) に

関する首都圏在住者の懸念が高かった。また，中央

調査社 (2011)が， 2011年 5月に大震災前後におけ

る地元の電力会社への信頼度を比較した調査結果に

よると，関東地方の住民の信頼度が最も低く，京浜

地域(東京， J1111J奇，横浜)の住民の信頼度がその次

に低くなっていた。

南関東居住者の震災後の不安について

仁記のように，大規模災害では直接的な被災者で

なくても精神的苦痛を経験しうることが明らかに

なっている。未曽有の震災となった東日本大震災で

も，莫大な数の被災者が生じているため，被災地在

住者でない人々においても不安などの心理的苦痛を

経験する可能性が高いと考えられる。特に，本研究

の調査対象者となる南関東在住者は，強い余震を経
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験しながら，メディアによる被災地の様子の報道の

みならず，巨大地震や原発事故に関する報道に接し

ていたために，軽微な被害による直接的被害経験と

報道による間接的被害経験が混合した複合的なスト

レス状況に置かれていたと考えられる。具体的に

は. (1) 震災当日東京都区内では最大震度 5強の

地震を記録し強い余震が続いたため，通勤先及び通

学先からの帰宅困難や停電，断水などのライフライ

ンの障害なと¥被災地より被害は軽微であったもの

の地震による被害を経!検していた点. (2) メディ

アによる“disastermarathons" (Liebes， 1998)によっ

て震災当日から j連主日にわたつて宅被t皮:災j地也の様子や地

震.?主津~I宇iド主 i波皮による被災j場揚面に暴露された j

災直後カか、ら，首都巨大地震や津波の可rì~tl:に関する

報道(読売新開2011年 3月17日など)が続いた点，

(4 )福島原子力発電所の事故による被害は直接的

には受けていないカ¥子高1島原発司王古文カ¥11又束されてい

ないため，放射性物質の飛散及び汚染された食品の

流通に関する報道が続いていた点である。すなわ

ち，先行研究で指摘された藍接的被害経験と間接的

被害経験の相互作用 (Ahernet al.， 2002) に，放射

性物質への懸念などの新たなストレッサーが加わる

ことで¥強い不安を経験した可能性が予想される。

しかし，メディアでは放射性物質や巨大地震説に

よる不安を訴える人々の姿を自にしているものの，

彼らの不安に関する詳*IHな検討はまだ不十分であ

る。福島県在住者(福島大学子どもの心のストレス

アセスメントチーム. 2011)のみならず，首都圏在

住者における放射能への懸念が高い (Benesse次世

代育成研究所. 2011) ことや，地元の電力会社への

不信が高まった(中央調査社. 2011) ことは報告さ

れているが，調査対象が乳幼児もしくは小学校生徒

以下の母親に限定されていることや，規定因に関す

る検討が不十分であることから，広い年齢層を対象

として首都圏在住者の不安に関して性別やライフス

テージ別に検討する必要があると考えられる。ま

た，震災の経験の中で，身体的損傷 (Zhanget al.， 

2011など).家族の死傷 (Suet al.， 2010)や家屋損

壊・ライフラインの状況(城・杉万・渥美・小花，

1996) など.TI[接的被害が精神的健康へ及ぼす影響

が明らかになっている。このため，本研究では帰宅

街難やライフライン障害による生活上の支療などの

被害内容を細分してその影響を捉える。さらに，

Schlenger， et al. (2002)では被災地との物理的距離

が検討されているが，被災地に親Hxや友人がいる場

合などは，物理的距離は遠くても心理的距離が近い

ため被災地の被害を身近で具体的に捉えやすく

(Trope， Y.， Liberman， N.， & Wakslak， 2007). 間接的

被害経忠実による影響が強く現れると想定される。そ

こで本研究では，被災地との関わりも影響要因とし

て取り!こげ，検討を行う。

不安の構造

竹村・松井・大j定・宇井・高橋・磯部・久富

(2005) は. 2005年 2月に全国の18歳から69歳の男

女を無作為f!il出(層化 3段抽出)し，社会不安や生

活不安に関する郵送調査を行った (N=944)。その

結果，社会に関する不安では. 1大きな災害(地震

など)が起こることについてJ1犯罪が増加したり，

治安が悪化したりすること J1少子・高齢化が進む

ことJなどが多く挙がっていた。一方，回答者個人

や家族に関する生活ヒの不安で、は. 1家族の健康の

ことJ1老後の生活設計のことJ1自分の健康のこと j

などが高く上がっていた。同データを分析した宇

井・竹村・松井・大庭・磯部・久富・高橋 (2005)

は，数量化理論第E類(以下，数量化E類)を用い

て，社会不安が11町村問題の深刻化J1外からの厄災」

「教育問題の深刻化」の 3グループに分かれること

を明らかにした。その中では，東日本大震災のよう

な「大きな災害(地震など)が起こること」は「戦

争」ゃ「テロ」とともに「タトからのJE災Jグループ

に含まれていた。中谷内・島田 (2010) は， さまざ

まな領域のハザードに対してどれくらいの不安を感

じているか検討するため，層化二段階拙出法により

得られた20歳以上の男女を対象に訪問調査を行った

(N= 1192)。その結果，ハザード51項目の中，地震，

地球温暖化，ガンのJII真で不安評定値が高かった。ま

た. 51項目のハザードへの不安評定値に対して因子

分析を行い，各国子の不安評定平均値を求めたとこ

ろ.1世界規模の環境問題J1死亡者が多い死因J1犯
罪J1食品や医療など!ヨ常生活にかかわる技術J1社
会的なトピックスとなった特集災害J1安らかな家

庭生活を崩すものJ1従来からある突然の災難・災

害JのJI演で，不安評定平均億が高かった。

認知科学では何らかの判断をするときに，最初に

比較する値となる情報を与えると，その点を基準に

して他の値を推定する，係留と調整 (anchoringand 

adjustment)現象が知られている(北村.2003など)。

最悪の事態を示されるとその事態が判断の係留点と

なり，他の事象の判断が変化する(広田. 2006)。

東日本大震災の悲'惨な被災状況に張した南関東住民

も，不安の対象が変化し，震災に関わる事象への不

安が高まり，無関係な事象への不安は低下したもの

と予想される。
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毘的

以上の予想に基づき 本研究では東日本大震災半

年後に南関東地方(埼玉県，東京者1)，神奈川県)に

在住する成人が， 1可震災によって， ととのような不安

を感じているかを明らかにし，その規定因を検討す

ることを第 I の I~l (1守とする。 規定l:aの検討に際して

は，性別及びライフステージ，被災経験なととの直接

的被害経験のみならず.メディアによる間接的被害

経験及び被災地との関わりを取り上げ.不安への影

響を検討する。さらに，南関東地域住民が抱く不安

を.震災前の結果(竹村ほか守 2005) と比較して分

析することでP 不安の変化を捉えることを第 2の自

1]<]とする。

方法

手続き

調査は， webパネル調査((株)クロス・マーケ

テインク、村:)を)'nい.埼玉県，東京都，神奈川県に

在住する20-59歳のネットパネル笠録者に行った。

回答者の各都県の人口動態調査に基づき性日Ij.年齢

で層化し，母集団比率に合わせて割り付けた。対象

者は14万人のパネルから l万人に 1!!f，作為に通知さ

れ，その通知に反応して調査期間中に webにアク

セスして.すべての項目に回答した回答者を有効回

答とした。調査は震災から半年後の2011年 9月13

日 ~15 日に実施され， 783名の回答を得た。その中

で回答時間が短く.同じ回答が続いていたデータを

解析から除外した。 除外された回答者は37名であ

り，有効回答者は746名であった。有効回答者の性

別は男性371~き1 ，女性375名，平均年齢は39.9歳 (20

代159名， 30代209名， 40代204名、 50代1741:1)， }苦

住地は埼玉県1501:1(20.1 %) ，東京者1)387名 (51.9%)， 

神奈川県209名 (28.0%)であった。

誤査項目

調査項目には人口統計学的変数や，ストレス状態

を尋ねる項自などが含まれるが，本報告で分析対象

としたのは，以下の通りである。

(1 )現在不安を感じている事象:竹村ほか (2005)

を参考に.東日本大震災によって感じられると考え

られる事象を追加し守 22項 iヨ(多重回答71三式)を作

成した(項目の詳説flはTable1を参照)。設問文は「あ

なたは今，以下のようなことに不安を感じているで

しょうか。あなたが不安を感じることをすべて選ん

で下さしづであった。

(2 )人口統計学的変数:性別や学摩(大卒未満，

大卒以上)，ライフステージ(未婚，既婚で子供11ι
既婚で子供が幼稚園生以下の乳幼児，既婚で子供が

小中高の生徒，既婚で子供が大学生以上)について

尋ねた O

(3 )被災地との関わり:来日本大震災の被災地と

の関わりについて「被災地に実家があるJI被災地

に家族や知り合いが住んでいる JI被災地に以前，

在住したことがあるJI被災地にその他の関わりが

あるJI被災地とは全く関係がないjを多重回答形

式で尋ね， I被災地とは全く関係がなしづを選択し

た回答者を「被災地との関わりがない群Jとして分

類しその他を選択した毘答者を「被災地との関わ

りがある m~J と分類した。

( 4 )東日本大震災による被災内容:東日本大震災

当日の被災経験(帰宅困難や身の回りの危険)や震

災から 2， 3 E! 1M}の計i面{亭7Eや断水によって生i舌に

支障があった経験について.多重回答形式で尋ね

た。

(5 )東日本大震災に隠する情報源:東日本大震災

から 2~3 日 Ij11 ， どの情幸R源(テレビ，弱j-lil1，ラジ

オ，ネット (twitterなどの SNSを含む)，知人，そ

の他)から大震災に関する情報に接していたかを多

重回答形式で尋ねた。

結果

不安の選択率

各事象に対して不安であると回答した比率を

Table 1に示す。「南関東に巨大地震が起こること

(68.5%)J I東海yIjIや東南海で巨大地震が起こるこ

と (56.6%)Jなど，地震に関する不安が強く， I放
射性物質で汚染された食品が出回ること (51.7%)J

などの放射性物質の汚染に関する不安が軒並み高く

なっていた。一方，津波の再来に関する不安は

25.2%で低めであった。震災による不安やストレス

に関する自由記述では， Iまた更に大きな地震が起

きる可能性が高いこと JI東京を震源とした直 F型
の地震の恐怖Jなと¥首都mI-r型地震説による不安

や， Iどちらかというと震災より原発の方が比重が

重いのではと思う JI ~電力会社の上層部が，情報を
隠蔽しているのではないかJI放射能情報が信頼で

きるか不安」なと¥放射能に関わる不安を表す意見

が多く挙げられた。

不安の変化

竹村ほか (2005) と一致している11項自の選択率

を比較し誼接確率計算によって検定した (Table

2)。竹村ほか (2005) と比べると， I不況の深刻化J
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不安の構造を除く全ての社会不安 (1児童虐待やドメスティッ

クバイオレンスなどの家庭問題が増えること jな

ど)の選択率が15%から25%代までときわめて低く

なり，佑|人不安 (1自分の健康のこと」など)も

40%台とやや下がっていた。

数量化E類によって全項目の回答を解析した。解

析に入力した項目は， 1その他J1上記の中で不安に

感じることはなしづを除いた21項自42カテゴリ(肯

定の有無の 2カテゴリ)で，キi:1関係数は)11夏に， 0.52， 

Table 1 

不安の選択率

3:YI I~I 選 11\率

南関東に巨大地震が起こること 68.5% 

東海iJjlや東南海で巨大地震が起こること 56.6% 

不況が深刻になること 54.8% 

放射性物質で汚染された食l品が出沼ること 51.7% 

食品が放射能で汚染されること 49.9% 

増税で生活が圧迫されること 49.3% 

家族の健践のこと 44.1 % 

老後の生活設計のこと 42.6% 

放射性物質に|鳴することで政府が情報を隠しているのではなし寸、という不安 41.3% 

自分の健康のこと 41.2% 

政情が不安定になること 37.7% 

子供の生活場所が放射能で汚染されること 35.1 % 

!~I 分勝手な人が増えること 34.0% 

犯罪が増加したり，治安が悪化したりすること 31.2% 

被災地で自殺する人や心を病む人が増えること 30.0% 

再び大きい津波が起こること 25.2% 

少子・高齢化が進むこと 25.2% 

科学の発達により生物や自然環境に悪影響iが出ること 16.1 % 

他人情報が洩れるなど プライノてシーがなくなること 15.4% 

児童虐待やドメスティックバイオレンスなどの家庭問題が増えること 15.1 % 

放射性物質へ敏感になり体調を崩すこと 11.5% 

上記の中で不安に感じることはない 3.1 % 

Table 2 

竹村ほか (2005) とのよヒii安

再び大きい津波が起こること

不況が深刻になること

項目

犯罪が増加したり，治安が悪化したりすること

児童虐待やドメスティックバイオレンスなどの家庭問題が増えること

自分勝手な人が増えること

iRU人情報が洩れるなど，プライバシーがなくなること

科学の発達により生物や自然環境に悪影響が出ること

少子-高齢化が進むこと

家族の健康のこと

自分の健康のこと

老後の生活設計のこと

注)*ツく.01

竹村ほか 本研究

(2005) (2011) 

85.0% 25.2% 

56.9% 54.8% 

83.9% 31.2% 

51.5% 15.1 % 

55.4% 34.0% 

56.9% 15.4% 

55.3% 16.1 % 

75.8% 25.2% 

61.6% 44.1 % 

55.4% 41.2% 

58.6% 42.6% 

Z 得点

24.75** 

0.85 

22.01料

15.52料

8.75** 

17.39** 

16.49** 

20.70** 

7.16永な

5.82*必

6.52** 
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0.29， 0.26であった。第 1j!llllは不安の量を示すサイ

ズファクターと判断されたため，第 IIj担lJのカテゴ 1)

スコアを材料計上第IlI!Il!lJのカテゴリスコアをt従jl1llJとし

た2次元平面上に，不安項目のカテゴ1)スコアを布

置した (Figure1)。第 E車111と第 lllj!illJは不安の内容

を表す ilill! となっており，第 l 象 IU~(こは「放射能への

不安J.第 2 象 !U~には「社会全体への不安J.第 3 象

i浪には「個人生活への不安上第 4 象 !\J~ には「震災

への不安」が位置していた O

性別とライフステージによる不安の相違

性別!とライフステージによる不安の相違を検討す

るため.数量化E類の第 1jllill .第五車IlJ.第盟jlilllのサ

ンプルスコアを従属変数， tUJIJとライフステージを

独立変数とした 2要!z;]分散分析を行った ('lable3)。

第 1JMIのサンプルスコアについては性別の主効果と

交互作用が有意であった。男性より女性のサンプル

スコアが高かった。 性別の各水準におけるライフス

テージの単純主効果の検定結果，女性においてのみ

ライフステージの単純主効果が見られ (F(4，742) 

= 2.504，戸く.05)，女性の中で「既婚で子供がいな

い(以下，既婚子無し)J群が「既婚で、子供が幼稚

園児以下である(以下，既婚幼稚園児以下)J群や

-3 -2 

ii個人生活への不可|

Figure 1， 不安の構造

「未婚J群よ iJ不安が高い傾向が見られた。第 IIilifll 

のサンプルスコアでは ライフステージ、の主効果と

交互作用が有意であった。性別の各水準におけるラ

イフステージ、の単純主効果の検定結果，女性におい

てライフステージの単純主効果が確認された

(F (4，742) = 10.779，戸く.001)0 ;q~ II l]!111のサンプル

スコアを見ると， íl~婚幼稚園児以ド」群が， i未婚J
1洋や「既婚子;lllf，しJ{i:(o， i既婚で、子供が大学生以 i二

である (t)、下，既婚大学生tJ、!こ)J群よりサンプル

スコアが高かった。また， i既婚で、子供が小中高の

生徒である(以下，既婚小中高生)J群が「未婚J
群や「既婚子無しJT]:Yo， i既婚大学生以上Jli:ì~ より

サンプルスコアが高かった。第型車111においてはライ

フステージの主効果のみがみられ， Turkey法によ

る多重比較の結果， i未婚Jli:i':I)¥ r既婚子舞しJi作
より， i既婚幼稚i重l児以下J群が「既婚子無しJ群

よりサンプルスコアカf高かった。

上記の結果を視覚的に把握するために，性別とラ

イフステージによる不安の相違を[;g]上で、表した。具

体的には，性別とライフステージを組み合わせた10

1洋別の各車Il!のサンプルスコアの平均値を 5i音した値

をそれぞれ算出し， Figure 1の領域名を表した図上

に布置した (Figure2)。

|!放射能への不吋i

i|嬢災への不吋|
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Table 3 

ライフステージ及び性別による不安の相違

tl:7JiJ ① ② ③ ④ ⑤ F1詰 (dj)
11 186 42 45 65 33 tUJIj 

ij~ M 0.25 0.09 0.15 -0.20 -0.48 F (1，745) = 20.403判ヰ

究3 SD 0.07 0.15 0.15 0.12 0.17 ライフステージ

!li!ll η 153 66 56 50 50 F (4，742) = 1.981 -¥-

女 M 0.14 0.50 0.04 0.04 0.28 性百IJネライフステージ

SD 0.08 0.12 0.13 0.14 0.14 F (4，742) = 2.789キ

n 186 42 45 65 33 性別

Jij~ M 0.08 0.07 0.27 0.11 -0.25 F (1，745) = 3.651 .¥・
労5 SD 0.07 0.15 0.15 0.12 0.17 ライフステージ
E 

50 50 F (4，742) = 8.767料ネ!I!ill γl 153 66 56 

一tz M -0.21 0.12 0.64 0.46 -0.07 ↑~jJiJネライフステージ

SD 0.08 0.12 0.13 0.14 0.14 F (4，742) = 3.876ω 
γl 186 42 45 65 33 性別

:95 M 0.01 -0.26 0.12 0.01 -0.14 F (1，745) = 0.907 
第 SD 1.05 1.01 0.94 0.92 1.19 ライフステージ
]立

50 50 F (4，742) = 3.827料il1111 n 153 66 56 

女 M 0.10 -0.37 0.27 0.09 0.01 性日iJ*ライフステージ

SD 0.89 0.88 1.03 1.07 1.09 F (4，742) = 0.317 

a: 1)①未婚 ②既婚子持し ③既婚幼稚|重!児以下 ④既婚小仁jコ両生 ⑤既婚大学生以上手

a 2) t pく.10 * Pく.05 **戸<.01 持，**pく.001

2軸×第3軸

~ 

義語

放射能への不安|

建量 プJ~.r~I~Mm~~.r寸断
織撞 ¥ 

-2 /-+r. ::!l:.hff 需詐 "'¥.I)AJ:: 1""" 2 
女・既婚小中高生

震災への不安

ム男・既婚子無し

第2鶴

Figure 2. 性別及びライフステージ百iJの不安の構造
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不 安の規定因

不安の規定悶を検討するため.数量化窓類の第 l

ililll'第五 i1111l'第 m車111のサンプルスコアを基準変数，

il~1 人属性を説明変数とした数量化翌日論第 I 類(以

下.数量化 1類)による分析を行った。その結果を

'lable 4に示す。 jf]if析に当たり，数量化llH去の第 I

車111.第 II1Ml .第mijilliのサンプルスコアを従属変数と

し個人民ttを独立変数とした t検定や分散分析に

おいて，統百1-I'1'Jに有意な結果が得られた個人属性を

説明変数として取りl:.げt:.o

分析の結果，第 1;Iilll (R~ = 0.16) では，性日IJ，ラ

長女1-it1 ヒ}~j!論告(y; 1lI類分析によるサンプルスコア(第 I

第 1ililll 

'Iable 4 
E 

11話相11立!

イブステージ，被災地との関わり，身の)琵りの危険

を感じた経!~先生活が不便になった経!~免ネットか

らの震災情報への接触，知人からの震災情報への接

触の偏1'131期係数が有意で、あった。女性が男性よりカ

テゴリスコアが高く， I既婚子M，しJnr:， I既婚幼;f:it
j室i児.!-')、下」群及び「既婚大学生.!-')、 i二」群が「未婚」

群と「既婚小!こI:J高生」群より，カテゴリスコアが高

かった。さらに.被災地との関わりのある人はない

人よか震災当日自分や家族など身の周りの危険を

感じた人は感じなかった人より，それぞれカテゴリ

スコアが高かった。東日本大震災の情報を得た情報

日1i!illl) を恭準変数とした数量化翌日論第 I類分析結果

従属変数

ð(~ n ;Iilll 第車中111

iJi~i'l] I羽 {jfI¥itll均
カテゴリ 入f M 数量

(単打IlYll) 
M 数量

(lj汁、111羽)
M 

数量 (土jJ.i'Ell羽)

tt7]1J 男性 371 -0.19 -0.15 15** -0.04 -0.06 .05 0.06 0.03 .03 

久:'It 375 0.19 0.15 (.19) 0.04 0.05 (.04) -0.05 -0.03 (.05) 

学)I'王 大卒未満 362 0.04 0.01 .01 -0.06 -0.08 .07" -0.02 -0.01 .01 

大卒、:以上 384 -0.04 -0.01 (.04) 0.05 0.07 (.06) 0.02 0.01 (.02) 

lifestage 未婚 339 -0.07 -0.09 .12以 .21メネ 0.05 0.03 .14 ** 

日正!)JJ ~J-1J t ;111[， 108 0.27 0.22 (.12) (.21 ) -0.30 -0.30 (.14) 

Uf婚子供幼稚i霊1 101 0.09 0.07 0.47 0.45 0.19 0.19 
J.)、r
L~え尚子ilt 小 11] I完 115 -0.10 -0.04 0.14 0.15 0.04 0.06 

既婚子供大学 83 -0.02 0.07 0.14 -0.17 -0.08 -0.06 
J)、j二

被災j也とJllf 500 -0.11 0.08 .12 0.04 0.05 .07 '，' -0.01 -0.01 .02 

のi均わり有 246 0.23 0.16 (.16) -0.08 -0.09 (.05) 0.02 0.02 (.01) 
十日いと11よ1Yiit .jHf: 450 0.02 -0.02 .02 0.05 0.02 .03 0.01 -0.01 .01 

296 -0.04 0.03 (-0.03) -0.07 -0.03 (.06) 0.02 0.02 (.02) 

fιI)~~ 1m: 543 -0.12 -0.10 .18** -0.02 -0.01 .02 -0.02 -0.01 .02 

手J 203 0.31 0.28 (.19) 0.06 0.03 (.03) 0.05 0.03 (.03) 

'U，VH史.illf; 620 0.05 -0.03 .08* 0.01 0.00 0.00 0.02 0.02 .05 

有' 126 0.23 0.16 (.10) 0.03 -0.01 (一.01) -0.09 -0.10 (.04) 

新IJiJ jm: 474 -0.03 -0.00 0.00 -0.03 -0.01 .01 0.03 0.04 .05 

手[ 272 0.06 0.01 (.04) 0.05 0.02 (.03) -0.05 -0.06 (.04) 

フンガ .illf: 593 -0.03 -0.02 .05 -0.01 -0.02 .04 -0.03 -0.03 .05 

有 153 0.11 0.08 (.05) 0.04 0.08 (.02) 0.11 0.10 (.05) 

才、 y ト jllf 357 -0.16 -0.11 .11 ** 0.01 -0.03 .03 -0.03 -0.02 .02 

手j 389 0.15 0.10 (.16) 0.01 0.03 (.01) 0.03 0.02 (.03) 

知人 jll~ 576 -0.12 -0.09 .17トi 0.01 0.01 .03 0.00 0.00 0.00 

有 170 0.42 0.30 (.23) -0.05 -0.05 (.03) -0.01 -0.00 (.01) 

全体 746 0.00 0.00 0.00 

R2 .16料 R2 .06** R2 .03料

it)表!:j]の数量は、数量化 i類のカテゴ1)一数量を示す。 tpく.10、ヲ<.05、字予<.01
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訴を見ると，ネットから情報を得た人はネットを使

わなかった人よりカテゴリスコアが高く，知人から

大震災の情報を得た人はそうでない人よりカテゴリ

スコアが高かった。一方，第五1MI (R
2 
= 0.06)では，

学歴とライブステージの偏相関係数が有意であり，

「大卒以上J群が「大卒以下J群よりカテゴリスコ

アが高かった。「既婚幼椎Iml児以下JY洋もしくは「既

婚小中高生J群のカテゴリスコアが高く. 1未婚」

群及び他の既婚群 (1既婚子無しJ. もしくは「既婚

大学生以上J) はカテゴリスコアが低かった。第盟

il!111 (R2 
= 0.03)では ライフステージの偏相関係数

が有意であり. 1未婚J群及び「既婚幼稚園児以下J
群もしくは「既婚小1:j=1;寄生」群においてカテゴリス

コアが高く. 1既婚子無し」群もしくは「既婚大学

生t_)上j群はカテゴリスコアが低かった。

考察

東日本大震災による不安の選択率及び変化

東日本大震災による不安の選択率においては，地

震に関する不安が強く，放射性物質の汚染に関する

不安の選択率がn並み高くなっていた。一方で津波

の再来に関する不安の選択率は低めであった。この

結果は Benesse次l主代育成研究所 (2011) と一致

しており，南関東の被災予想、と対応した結果と考察

される。すなわち，同地域では調査当時将来の地震

と現在の放射能汚染が懸念されており，津波につい

ては危険性が予想されていなかった。

また，竹村ほか (2005) と比べると. 1不況の深

刻化jを除く全ての社会不安の選択率はきわめて低

くなり，他人不安もやや下がっていた。この結果は，

係留と調整の枠組みで理解される。すなわち，震災

及び放射性物質に関する不安が係留点となり，社会

不安や個人不安を低く認知したと考えられる。

また，東日本大震災による不安の構造は社会・個

人生活不安及び放射能・震災不安に分けられ，震災

以前の竹村ほか (2005)や中谷内・島田 (2010)に

追加した. 1放射能に関する不安」が独立してまと

まっていた。さらに，放射能への不安に関わる 3項

目 (1放射性物質で汚染された食品が出回ること

(51.7%)上「食品が放射能で汚染されること

は9.9%)上「放射性物質に関することで政府が情報

をi語、しているのではないかという不安 (41.3%)J) 

においても，選択率が40%~50%弱となり，社会不

安(15.1%~35.1 %)の選択率より放射能への不安

が高くなっていた。この結果は，放射性物質の問題

が加わっている南関東居住者特有の結果と考えられ

る。

性別・ライフステージによる不安の違い

数量化E類による不安の構造は，第 11l111Jに様々 な

事象に不安を感じる度合いが現れ，第 II111111と盟車11Iで

は「放射能への不安J1社会全体への不安J1個人生

活への不安J1震災への不安jの4種類の不安が分

離された。 以ドでは 数量化E類と数量化 I類の結

果を，規定医i別に考察する。

性別・ライフステージ別に見ると，数量化藍類と

数量化 I類の結果は共通して，男性より女性で不安

の度合いが高かった。数量化 I類のライフステージ

別の分析では，既婚で子どもなし層において不安の

度合いが高かった。既婚で子どもが幼稚園児以下の

層は IIn11hと亜車hのスコアが高く「放射能への不安j

を強く感じていた。性別とライフステージ別の交互

作用を検討した数量化E類のサンプルスコアの分散

分析においては，女性においてのみ，ライフステー

ジによる差が見られ，既婚で子どもがない層で不安

の度合いが高かった。既婚で子どもが高校生以下の

層は. II車111プラス側の f放射能への不安Jゃ f震災

への不安Jが高かった。

第 1&l1Hの不安の度合い(多様な事象に不安を感じ

る程度)が，女性で高かった結果は，大震災による

女性の有病率が高いと報告された従来の研究結果

(Zhang， Z. et al.， 2011) と一致している。

女性は全般的に不安の度合いが高いだけでなく，

ライフステージによって 不安の内容が異なること

が明らかになった。すなわち，既婚で子どものいな

い女性層は全般的に不安の度合いが高いが，子ども

が高校生以下の女性層は「放射能への不安jと「震

災への不安jがともに高く， とくに子どもが就学前

の層は. 1放射能への不安Jが高かった。この結果

は，子育て前の既婚女性層は震災に不安を感じてい

るが，就学前の子ども持つ女性は，原発事故による

我が子への放射能の影響(乳幼児における放射性物

質へ暴露による甲状腺異常など)を懸念する不安が

高くなっていたと推定される。成長期の子供が放射

性物質で汚染された食品の摂取によって悪影響を受

けることを懸念する不安が反映された結果であり，

乳幼児の母親の放射能への不安が高かった Benesse

次世代育成研究所 (2011)の結果とも整合している。

被災内容や接触情報による不安の遣い

性別及びライフステージを除いた不安の規定因を

みると，震災当日自分や家族への危険を感じた人や

震災からしばらくの間停電や断水などの生活不使を

経験した人は，そうでない人より不安が高かった。
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さらに，東日本大震災の情報を得た情報源、の中で

「ネット Jや「知人Jから東日本大震災の情報を得

た人はそうでない人より不安が高かった。

震災による不安には，身の危険や生活上の不便と

いう i在接的な経験 (fj互接的被害経験)だけでなく，

メディア情報への接触 (1間接的被害経i敦)による不

安の増加も l明らかになった。この結果は，大災害報

道に接した人へ心理的影響が現れた Seoet a1. 

(2012)や Buiet a1. (2012) の結果と整合する。

ただし本研究では.不安への影響はマスメディ

アではなく， インターネットや知人からのi育幸良によ

る影響が強かった。これらの情報には生々しい情報

が多(情報源が不明確な情報を多く含んでおり，

このため，張触した人に強い不安をI喚起させたと推

定される。とくに，知人からの情報に接した人にお

ける不安の平均植が高かったことから，知人とのコ

ミュニケーションの中で東日本大震災の様子に関す

る情報交換が行われ，不安が増加した可能性も考え

られる。さらに本研究では 被災地からの物理的な

距離ではなく守被災地との関わり，言い換えれば被

災者との心理的距離が近い場合に，不安が高まるこ

とが明らかになった。この被災者との心理的距離が

近いほど，不安が高まるという知見は，従来の災害

iiJf究で、は扱われていなかった知見と考えられる。

本研究では.軽微被災地であった南関東在住者に

おける東自本大震災による不安の実態を明らかに

し.その規定因について検討した。その結果，性別

及びライフステージ層別の相違が明らかになり，女

性の中でも特に子供が乳幼児から高校生である群は

jj'x.M能への不安が高いことが実証された。さらに，

軽微被災地居住者の不安に関しては，直接的被害経

験やメディアとの接触という間接被害経験だけでな

く，被災者との心理的距離も重要な規定129となって

いることを明らかにした。

ただし本研究ではウェブパネルとして登録され

ている南関東在住者を対象として調査を行ったた

め，質問紙調査とは異なる結果が得られた可能性が

ある。ウェブ調査の回答者は，現状への満足度はや

や低く， 自分の趣味や志向， 自分自身を大切にし

技術への期待が高い等の特徴が明らかになっている

(大関・吉村， 2000)。さらにウェブパネル調査では，

短時間で多くの回答をしてインセンテイブ、を得ょう

とする層が回答者に含まれるため，回答のバイアス

も生じやすし'0 こうしたウェブパネル調査lill答者の

特徴やバイアスが，本却f究の制約と考えられる。
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